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問題と目的

児童を取り巻く環境の変化

近年，先進諸国ではマイカーや携帯電話，インター

ネットなどが普及し，急激な社会生活環境の変化が

進んでいる。具体的には，平成 10年の普通乗用車の

登録台数は約 4,870万台であったのに対し，平成 22

年では約 5,790万台と増加している（自動車検査登

録情報協会の報告，2010）。また，携帯電話の登録台

数は平成 7年に約 867万台であったが，平成 22年で

は，約 11,590万台と増加している（電気通信事業者

協会，2010）。さらに，ゲームのハードの台数に関し

ては，平成 16年では約 44万台と減少している

（JETRO,2006）ものの，オンラインゲームの登録

者が平成 18年では約 4,198万人と増加している。

（オンラインフォーラム，2007）。

子どもの体格および体力の変化

近年の子どもに目を向けると身体的特徴の変化が

見受けられる。たとえば，年齢別の平均身長の推移

について，昭和 51年（父母の世代）と昭和 23年（祖

父母の世代），平成 18年（現在の子ども世代）のデー

タの比較が行われている（文部科学省学校保健統計

調査，2006）。その結果，平均身長は，7歳，10歳，

13歳，16歳の値の大きい順に，現在の子ども世代，

父母世代，そして祖父母世代となっている。

同様に年齢別の平均体重の推移を比較した結果，

値の大きい順に，現在の子ども世代，父母世代，そ

して祖父母世代となっている。とくに祖父母世代と

現在の子ども世代との差は大きく，祖父母世代の 13

歳時の身長・体重と現在の子ども世代の 10歳時の身

長・体重がほぼ等しく，近年の子どもの体格は顕著

に大きくなっていることがわかる。さらに肥満児の

割合も，現在の子ども世代，父母世代，そして祖父

母世代の順に高くなり，増加している。

一方，子どもの体力・運動能力は低下を示してい

る（文部科学省体力・運動能力調査，2007）。それら

の特徴として，体力・運動能力の低下は，運動やス
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ポーツの実施頻度が高い児童にはみられず，運動や

スポーツの実施頻度が低い児童にとくに顕著にみら

れている（文部科学省体力・運動能力調査，2007）。

子どもの身体活動の現状および身体活動の減少がも

たらす影響

上述した環境の変化により，児童のライフスタイ

ルも大きく変化している。近年の児童を対象とした

実態調査（文部科学省，2008）では，放課後の外遊

びについて，「いつも遊ぶ」と答えた男子児童は，

47.9％，女子児童は 33.8％であったのに対し，「遊ば

ない」と回答した男子児童は 6.6％，女子児童は 9.6％

であった。このように外遊びを頻繁に行っている児

童は少なく，また，女子は男子に比べ，外遊びが少

ないことが報告されている。

また，現在の子どもの運動・スポーツ実施率をみ

ると非実施者が 11.7％，週 1回に満たない不定期な

運動・スポーツ実施者が約 10％となっており，学校

の授業以外でほとんど運動をしていない子どもが，

20％に上っている（SSF笹川スポーツ財団，2006）。

さらに，小学校高学年を対象に，1日の歩数から身

体活動量も評価した報告では，この 20年間で 1日

27,000歩から 14,000歩へと減少したことが示され

ている（赤石，2008）。

このような，子どもの身体活動量の低下は生活習

慣病，体力の低下，そして肥満など，身体的健康に

多大な悪影響を及ぼす恐れがある。その根拠として，

子どもの生活習慣と肥満との関係を調べた研究で

は，1日あたりの運動時間がやせ体型では 100.7分，

標準体型では 86.9分であるのに対し，肥満体型は

58.5分と少ないことを明らかにしており，身体活動

量が肥満と関連していることを示唆している（大家，

2007）。さらに，肥満の起因する要因として，運動量

とカロリー摂取量とのバランスが重要であることが

示されている（糸井・木村，2005）。加えて，成績至

上主義に伴い，塾に通う子どもが増加したことや，

TVや TVゲームといった室内娯楽の増加が運動量

を減少させていることを示唆している（津山・佐藤・

新，2000）。そのほかにも，児童の体格・体力と生活

状況との関連について調べた研究では，体格・基礎

体力は歩数との関係性が強く，体重や BMIが多い者

ほど，活発的な遊びを行っていないことを明らかに

している（小林・小澤・樽谷，2006）。

子どものメンタルヘルスの現状および身体活動の減

少によるメンタルヘルスへの影響

子どものメンタルヘルスについて，小学生の

7.8％，中学生の 22.8％が高い抑うつ傾向を示すこと

が分かっており，大うつ病性障害の児童青年がいる

可能性が示されている（傳田・古賀・佐々木・伊藤・

北川・小山，2004）。また，辻井・大西・谷・中島・

瀬野・下山（2010）は，抑うつ状態である児童生徒

は 12％にのぼるという結果を示し，抑うつ状態は，

学年が上がるにつれ増加し，また，男子に比べ女子

に多いという特徴を示している。さらに，内田・藤

森（2007）は，子どもの抑うつ状態や状態不安を調

べるために自己記入式評価尺度や状態不安尺度を用

い，子どもの精神的健康を調べている。その結果，

ここでも学年が上がるにつれ，不安得点が高くなり，

さらに，男子に比べ女子の方が不安得点が高いこと

を明らかにしている。また，わが国の子どもは，他

国と比較すると，高い抑うつ傾向を示していること

も示している（内田・藤森，2007）。

これまでに身体活動とメンタルヘルスの関係につ

いて調べた先行研究はいくつかある。たとえば，子

どもの身体活動レベルとメンタルヘルスとの関連を

調べた西田・橋本・徳永（2001）は，高い身体活動

レベルである者は，良好なメンタルヘルスを有して

いることを示唆している。すなわち，身体活動レベ

ルが高いほど，やる気度が高く，また，疲労感が低

いことを示している。また，上地・竹中・岡（2000）

は，小学校 4年生から 6年生までの 306名を対象と

し，5項目からなる子ども用身体活動尺度を用い，身

体活動水準と抑うつや怒り感情，無気力などのスト

レス反応との関係を調べている。その結果，昼休み

時間・授業と授業間の休み時間・放課後・体育の時

間・帰宅後のすべての時間帯における身体活動水準

とストレス反応とが関連していることを明らかに

し，身体活動量の増強がストレス反応の低減につな

がる可能性を示唆している。
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上述した先行研究のとおり，身体活動の低下は，

精神的健康へも関与している可能性が示唆され，身

体活動の増強によりメンタルヘルスの改善・向上を

導く可能性が考えられる。

身体活動増強への TTM理論の活用

欧米にて，活動的なライスタイルを獲得させるた

めの研究は多く行われている。これらは，人間の行

動変容に着目し，効率的な研究を行うために，様々

な理論やモデルが用いられている（岡，2000）。中で

も，代表的なものとして社会的認知理論や意思決定

理論などが挙げられ，わが国でもこれらの理論を援

用して研究が進められてきた。

近年では肺がん患者への治療の意思決定（平井・

所・中・小河原・河原，2005）や喫煙，青少年の非

行防止，コンドームの利用など，様々な健康行動の

変容過程の説明に利用される行動変容のトランスセ

オレティカル・モデル（Trancetheoretical  Model:

TTM）（Prochaska,Diclemente& Norcross,1992）

が，注目されている（岡，2000）。

TTMは，複数の理論モデルを統合した包括的な

モデルであり，通理論モデル，または多理論統合モ

デルと名付けられている。モデルの構成要素として，

Prochaska et al.（1992）は，「行動変容段階（ステー

ジ）」「行動変容の過程（プロセス）」「意思決定のバ

ランス」「セルフ・エフィカシー」の 4つを挙げてい

る（Figure 1）。以下にこれら 4つの構成要素を順に

紹介する。

第 1に，「行動変容段階（ステージ）」とは，TTM

の中心的構成要素である。行動変容段階は，過去お

よび現在の行動とその行動に対する準備性を特徴と

する意図の両方の性質を含んでいる。また，行動変

容が起こる時間的な次元を反映した特性と状態の 2

つを含んでいることも挙げられる。この特徴より行

動を変容させるためのステージに応じた介入を行う

際に有効な枠組みとしてとらえることができる。行

動変容段階とは，実際の行動と行動に対する準備性

（意図）によって行動を 5つのステージに分類する

ものであり，それらは予想できる将来には行動を変

容する意図がない段階を「無関心期」，予想可能な将

来に行動変容する意図があるが，実際に現在は行動

を変容していない段階を「関心期」，今すぐにも行動

変容しようという意図がある段階を「準備期」，健康

への恩恵を得る望ましい水準で行動しているが，行

動変容してからまだ間もない段階を「実行期」，望ま

しい水準での行動を，長期にわたって継続している

段階を「維持期」として示されている。

第 2に，「行動変容の過程（プロセス）」とは，「行

動を変容する時に，個人が持つ考え方や経験する

様々な感情および周囲の人や環境へ働きかける際に

利用する種々の活動（方略）」である。行動変容の過

程は，身体活動行動変容ステージを後期へ移行させ

るために用いられる方略を指し，具体的には，「意識

の高揚」「ドラマティック・リリーフ」「自己再評価」

「環境的再評価」「社会的開放」「反対条件づけ」「援

助関係」「強化マネージメント」「自己解放」「刺激コ

ントロール」の 10の方略がある。

第 3に，「意思決定のバランス」とは，行動に伴う

恩恵と負担およびそのバランスを説明したものであ

る。行動変容の段階と意思決定のバランスの関係性

は，とくに初期の 3段階（無関心期，関心期，準備

期）で意思決定のバランスが段階移行の予測因子と

なることが示唆されている。また，行動変容に伴う

恩恵の知覚が負担の知覚を上回るのは，関心期から

準備期に移行する時期であることも指摘されてい

る。

最後に，「セルフ・エフィカシー」とは，Bandura

（1986）が提唱する社会的認知理論の中心的構成要

児童の身体活動および座位活動がメンタルヘルスに及ぼす影響

Figure 1 トランスセオレティカル・モデル（TTM）

における 4つの構成要素
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素であり，「行動をどの程度成功裡に達成することが

できるか」という見込み感を指す。身体活動セルフ・

エフィカシーは個人の選択や思考，情動的反応，行

動的パフォーマンスに影響を及ぼすとされている。

TTMにおいて，身体活動行動変容ステージと身体

活動セルフ・エフィカシーは密接に関連すると考え

られており，身体活動セルフ・エフィカシーの増加

は，身体活動行動変容ステージの後期への移行につ

ながるとされている。

以上のように，TTMは，人の身体活動，運動行動

にはレディネスや実践の程度に応じて 5段階のス

テージが存在し，人はステージを進行，または逆戻

りすると考えられている。TTM理論は，ステージを

移行させるために，それらのステージに応じて強調

する介入内容，つまり働きかけを変えていく必要性

を唱えている。また，TTMは，「行動変容の段階（ス

テージ）」を中心に構成され，身体活動行動変容のス

テージを上げるための方策が示されている理論であ

る。

TTMを援用した研究として，Marcus, Banspach,

Craig Lefebvre,Rossi,Carleton &Abrams（1992）

は，平均 41.8歳の地域住民 610名を対象に 6週間の

TTMによる健康行動促進を意図した介入プログラ

ムを実施し，その効果を検証している。結果，介入

プログラムの参加前に比べ参加後において準備期か

ら実行期へ移行したことを報告している。

また，Kim,Hwang &Yoo（2004）は，糖尿病患

者を対象に運動プログラムを実施した結果，ステー

ジに合わせたプログラムへの参加後に行動変容ス

テージが進み，身体活動も増加を示している。

近年，わが国でも TTMを援用した研究は注目を

集め，身体活動や運動にも用いられるようになって

きている。たとえば，仲・長田・村瀬・小野・小室・

大山・小川・梶山（1998）は，3か月にわたり健康づ

くり実施指導コースに参加した対象者がその後も運

動を継続するかどうかを検証している。その結果，

プログラム終了後，「関心期」と比較して，「準備期」

および「実行期」「維持期」の者にて運動継続者が有

意に多かったことを報告している。

また，TTMは成人の行動変容のみに用いられる

だけでなく，児童の健康行動（たとえば，肥満防止，

食生活など）の変容過程にも用いられている（上地

他，2003）。

しかしながら，児童の身体活動増強のために

TTMを全面的に援用した研究はこれまでになく，

今後の研究が期待される。

先行研究の課題

女子は男子に比べて体を動かすことを好まず，外

で遊ぶよりも室内で歓談を楽しむという性差がある

ことや，女子は，運動の恩恵を認識する段階が男子

に比べ，遅いことが明らかにされている（上地・竹

中・鈴木，2003）。また，外遊びを行う割合も女子に

比べ男子の方が有意に高いことが明らかにされてい

る（伊熊，2008）。

このように身体活動やメンタルヘルスに性差が存

在することが明らかとなっているにも関わらず，身

体活動とメンタルヘルスの関係において，性差を考

慮した研究が少ないことは課題であると考えられ

る。性差を考慮することで性別にて身体活動やメン

タルヘルスの特徴を捉え，身体活動増強やメンタル

ヘルスの向上を意図した介入研究の具体的方略に関

する有効な資料が得られることと思われる。

Figure 2 研究デザイン
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本研究の目的

以上より本研究では，今後の身体活動増強に向け

た具体的方略を検討するために，身体活動を身体活

動項目と座位行動項目，メンタルヘルスをやる気度

次元における「生活の満足感」「目標・挑戦」「自信」、

ストレス反応次元における「怒り感情」「疲労」「引

きこもり」と定義し，性別および身体活動行動変容

段階により 6つの群（男子上位ステージ，男子中位

ステージ，男子下位ステージ，女子上位ステージ，

女子中位ステージ，女子下位ステージ）に分け（Fig-

ure 2），身体活動がメンタルヘルスに与える影響を

検討することを目的とした。

本研究の意義

先述したように，子どもの健康改善やメンタルヘ

ルスの改善・向上においてキーとなる概念が身体活

動である。

Boreham&Riddoch（2001）が示した「持ち越し

効果」によると（Figure 3），子ども時代の身体活動

は，子ども時代の健康状態に影響を与えるだけでな

く，大人になってからの身体活動および健康状態に

も影響することを示唆している。このように，身体

活動の多方面への重要性が指摘されている。それに

もかかわらず，わが国の子どもに対する身体活動向

上に関する国の健康政策は未だ積極的に講じられて

いない。さらに，子どもの身体活動の増強を意図し

た介入研究は十分に実施されているとは言えない。

これらのことから，身体活動の増強はメンタルヘ

ルスの改善・向上を図るうえで有効であるのか，ま

た身体活動の実践におけるメンタルヘルス改善を考

慮する際，性差への配慮は必要であるのかといった

研究を遂行することは，今後のわが国の子どもたち

の健康や身体活動の実践を支援するうえで重要な意

義があると考えられる。

方 法

調査対象

地域の一般的な児童を捉えるため，偏りのないよ

う配慮し，山間部 4校，都市部 3校の公立小学校に

調査の実施を依頼した。対象とした学校の規模は，

大規模校（1学年 3学級）2校，中規模校（1学年 2

学級）2校，小規模校（1学年 1学級）3校の計 7校

とした。この 7校に在籍する 4，5，6年生 960名を

対象に調査を行い，そのうち記入ミスや書きもらし

のなかった合計 887名（4年生：男子 149名，女子

144名，5年生：男子 152名，女子 152名，6年生：

男子 146名，女子 144名）を分析対象とした。

測定内容

フェイスシート 氏名，学年，年齢，性別，身長，

体重，家族の人数，兄弟の人数，運動の好き嫌いに

ついて尋ねた。

身体活動の測定 身体活動を測定するため，高

倉・小林・宮城・小橋川・加藤（2006）により作成

された「Health Behavior in School-aged Children
 

Survey日本語版」を用いた（以降，「HBSC」と略す）。

「HBSC」は，身体活動項目を「身体活動の頻度」と

「身体活動の時間」とし，座位行動項目を「テレビ

視聴時間」と「ゲーム実施時間」の計 4項目から構

成し，回答形式は身体活動の頻度では「全くしない」

「月に 1回未満」「月に 1回」「週に 1回」「週に 2～

3回」「週に 4～ 6回」「毎日」の 7件法，身体活動の

時間では「全然しない」「週に約 30分」「週に約 1時

間」「週に約 2～ 3時間」「週に約 4～ 6時間」「週に

7時間以上」の 6件法であり，身体活動項目は 2点か

ら 13点の範囲である。また，テレビ視聴時間では「全

く見ない」「30分未満」「30分～ 1時間」「2～ 3時間」

「4時間」「4時間以上」の 6件法，そして，ゲーム

実施時間では「全くしない」「1時間未満」「1～ 3時

Figure 3 子どもから大人への身体活動の持ち越し効

果（Boreham&Riddoch,2001）
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間」「4～ 6時間」「7～ 9時間」「10時間以上」の 6

件法であり，座位行動項目の得点範囲は 2点から 12

点である。

なお，新体力テスト，シャトルラン，再調査によ

り本尺度の信頼性，妥当性は既に検証されている（高

倉他，2006）

メンタルヘルスの測定 メンタルヘルスを測定す

るため，西田他（2003）により作成された「児童用

精神的健康パターン診断検査（Mental Health Pat-

tern for Children：MHP-C）」を用いた。MHP-Cは，

やる気次元の「生活の満足感」「目標・挑戦」「自信」

の 3つの下位尺度と，ストレス反応次元の「怒り感

情」「疲労」「引きこもり」の 3つの下位尺度，計 30

項目から構成される。MHP-Cの「やる気得点」およ

び「ストレス反応得点」は 15点～60点までの得点範

囲である。

なお，本尺度の信頼性・妥当性は，達成動機，ス

トレス反応，学級満足，再検査等の複数の手法によ

り検証されている（西田他，2003）。

身体活動行動変容段階の測定 子どもの身体活動

の現況と準備性を測定するために，上地他（2003）

により作成された「子ども用身体活動行動変容段階

尺度」を用いた。子ども用身体活動行動変容段階尺

度は 5つのステージから構成される。本尺度の信頼

性・妥当性は，子ども用身体活動尺度，再検査によ

り既に証明されている（上地他，2003）。

手続き

はじめに，平成 22年 6月上旬に各学校に調査を依

頼し，本研究の主旨を説明した。その後，各学校の

担当者に調査用紙を郵送し，各学級にて所要時間約

30分程度の調査用紙の記入を実施した。調査用紙記

入後，調査依頼者が各学校を訪問し，調査用紙の回

収を行った。

分析方法

統計処理は日本語版 SPSS Student Version 17.0 J

を用いた。

結 果

対象者の基本的属性

最初に，対象者の基本的属性について性差を検討

したところ（Table 1），身長（男子M＝138.7；女子

M＝140.1）に有意差が認められ（t(2，887）＝－2.30，

p＜.05），女子の身長が高かった。一方，体重，家族

の人数，兄弟の人数には有意差が認められなかった。

Table 1 対象者の基本的属性

男子(n＝447) 女子(n＝440) t値

身長 138.7（8.80) 140.1（9.06) －2.30
体重 33.3（7.78) 33.3（6.62) －0.69

家族の人数 4.7（1.30) 4.6（1.26) 0.705
兄弟の人数 2.3（0.79) 2.3（0.83) 0.156

（ ）内は SDを示す p＜.05

児童の身体活動行動変容段階の性差

身体活動行動変容段階を性別に「無関心期」「関心

期」「準備期」「実行期」「維持期」に分け，その割合

をχ 分析により比較した。その結果（Table 2），性

別において有意差が認められた（χ＝50.66，p＜

.01）。男子は「無関心期」5.4％，「関心期」5.1％，「準

備期」10.1％，「実行期」16.1％，そして「維持期」

63.3％であるのに対し，女子は「無関心期」10.7％，

「関心期」5.7％，「準備期」22.3％，「実行期」20.0％，

そして「維持期」41.3％であった。上位ステージ（実

行期，維持期）における割合は，男子が約 80％であっ

たのに対し，女子は約 60％と低い割合となった。

Table 2 性別における身体活動行動変容段階の違い

男子(n＝447) 女子(n＝440)

n （％) n （％) χ p

無関心期 24 (5.4) 47 (10.7) 50.7 ＊＊

関心期 23 (5.1) 25 (5.7)

準備期 45 (10.1) 98 (22.3)

実行期 72 (16.1) 88 (20.0)

維持期 283 (63.3) 182 (41.3)

p＜.01

本結果から身体活動行動変容段階の各ステージの

人数に偏りがみられたため，実行期，維持期を「上

位ステージ」，関心期，準備期を「中位ステージ」，
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そして無関心期を「下位ステージ」に分類し，以降

の分析を行うこととした。

児童の行動的特徴の性差

身体活動および座位行動の性差 身体活動の性差

を明らかにするためχ 分析を行った。その結果，

「身体活動の頻度（χ＝38.75，p＜.01）」「身体活動

の時間（χ＝14.18，p＜.01）」に有意差が認められた。

Table 3に示したように「身体活動の頻度」について

は，1週間に 2～ 3回以上の身体活動を行っている

男子は 87.5％であったのに対し，女子は 70.5％で

あった。また，1週間に 1回以下の身体活動を行って

いる男子は 12.5％であったのに対し，女子は 29.5％

であった。また，「身体活動の時間」については，1

週間に 1時間以上の身体活動を行っている男子は

87.5％であり，女子は 77.8％であった。また，週に身

体活動を行っている時間が 30分以下の男子は 12.

5％であったのに対し，女子は 22.2％であった。

また，座位行動の性差を明らかにするため，同様

のχ 分析を行った。その結果，Table 3に示したよ

うに，「ゲーム実施時間（χ＝59.74，p＜.01）」に有

意差が認められた。週に 3時間以下のゲーム実施時

間の男子は 65.6％であったのに対し，女子は 87.5％

であった。また，週に 4時間以上のゲーム実施の男

子は 34.4％であったのに対し，女子は 12.5％であり，

女子に比べ男子の実施時間が長い者の割合が高かっ

た。一方，TV視聴率については，男女に有意差は認

められなかった。

性および身体活動行動変容段階による身体活動

性および身体活動行動変容段階による身体活動の

差異を明らかにするため，身体活動項目の「身体活

動の頻度」「身体活動の時間」および座位行動項目の

「テレビ視聴時間」「ゲーム実施時間」を従属変数と

し，2（性：男子・女子）×3（身体活動行動変容段階：

上位ステージ・中位ステージ・下位ステージの二要

因分散分析を行った。

その結果，Table 4に示したように身体活動項目

および座位行動項目において，交互作用は認められ

なかった。しかし，「身体活動の頻度」にて性の主効

果が有意であり（F(3，884）＝9.66，p＜.01），女子に

比べ男子が多いことが明らかになった。また，身体

活動行動変容段階の主効果も有意であった（F(3，

884）＝95.27，p＜.01）。そのため，Tukey’s HSD法に

より下位検定をおこなった結果，下位ステージ

（M＝3.72，SD＝1.68）と中位ステージ（M＝3.31，

SD＝1.39）間に有意差が認められ（F(3，884）＝

95.27，p＜.01），また，中位ステージと上位ステージ

（M＝5.66，SD＝1.17）の間において有意差が認め

られた（F(3，884）＝95.27，p＜.01）。さらに，下位

ステージと上位ステージ間において有意差が認めら

れた（F(3，884）＝95.27，p＜.01）。

また，「身体活動の時間」にても性の主効果が有意

であり（F(3，884）＝10.62，p＜.01），女子に比べ男

子が長いことが明らかになった。また，身体活動行

動変容段階の主効果が有意であった（F(3，884）＝

83.87，p＜.01）。そのため，Tukey’s HSD法により下

位検定をおこなった結果，下位ステージ（M＝2.63，

Table 3 性別におけるHBSC身体活動項目および座位行動項目の違い

男子(n＝447) 女子(n＝440)

n (％) n (％) χ p

身体活動の頻度 週に 1回以下 56（12.5） 130（29.5） 38.75 ＊＊

週に 2～ 3回以上 391（87.5） 310（70.5）

身体活動の時間 週に 30分以下 56（12.5） 98（22.2） 14.18 ＊＊

週に 1時間以上 391（87.5） 342（77.8）

TV視聴時間 1日 3時間以下 333（74.3） 346（78.5） 3.32  n.s.

1日 4時間以上 114（25.7） 94（21.5）

ゲーム実施時間 週に 3時間以下 294（65.6） 386（87.5） 59.74 ＊＊

週に 4時間以上 153（34.4） 54（12.5）

p＜.01
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SD＝1.30）と中位ステージ（M＝3.31，SD＝1.39）

間に有意差が認められ（F(3，884）＝83.87，p＜.01），

また，中位ステージと上位ステージ（M＝4.47，SD＝

1.32）間において有意差が認められた（F(3，884）＝

83.87，p＜.01）さらに，下位ステージと上位ステー

ジ間において有意差が認められた（F(3，884）＝

83.87，p＜.01）。

さらに，「ゲーム実施時間」にも性の主効果が有意

であり（F(3，884）＝80.03，p＜.01），女子に比べ男

子が長いことが明らかとなった。また，身体活動行

動変容段階の主効果が有意であった（F(3，884）＝

5.83，p＜.01）。そのため，Tukey’s HSD法により下

位検定をおこなった結果，下位ステージ（M＝2.90，

SD＝1.55）と中位ステージ（M＝2.52，SD＝1.21）

間に有意差が認められ（F(3，884）＝5.83，p＜.01），

また，中位ステージと上位ステージ（M＝2.63，SD＝

1.31）間において有意差が認められた（F(3，884）＝

5.83，p＜.01）。

児童のメンタルヘルスの性差

メンタルヘルスの性差

メンタルヘルスを性別に「はつらつ型」「だらだら

型」「ふうふう型」「へとへと型」に分け，その割合

をχ 分析にて比較した（Figure 4）。その結果，Fig-

ure 4に示したように性別にて有意差が認められた

（χ＝10.76，p＜.05）。男子は「はつらつ型」64.0％，

「だらだら型」20.8％，「ふうふう型」7.1％，そして

「へとへと型」8.1％であったのに対し，女子は「は

つらつ型」72.3％，「だらだら型」18.9％，「ふうふう

型」3.4％，そして「へとへと型」5.4％であった。

次に，やる気度得点とストレス反応得点の計 6因

子における性差を明らかにするため，t検定を行っ

た。その結果（Table 5），「怒り感情」（t(4，887）＝

2.50，p＜.05）と「引きこもり」（t(4，887）＝3.22，

p＜.01）に有意差が認められ，女子に比べ男子が高

かった。一方，「生活の満足感」「目標・挑戦」「自信」

「疲労」には有意差が認められなかった。

Table 5 性別におけるメンタルヘルスの違い

男子(n＝447) 女子(n＝440)

M  M  t値

生活の満足感 13.51 (3.12) 13.55 (2.79) －0.18
目標・挑戦 13.78 (3.30) 13.98 (3.03) －0.92
自信 13.89 (3.45) 13.98 (3.14) －0.27

怒り感情 8.23 (2.53) 7.82 (2.33) 2.50
疲労 7.17 (2.60) 6.87 (2.36) 1.82
引きこもり 6.89 (2.24) 6.45 (1.81) 3.22

（ ）は SDを示す p＜.05 p＜.01

性および身体活動行動変容段階におけるメンタルヘ

ルスの違い

性および身体活動行動変容段階におけるメンタル

Figure 4 性別によるメンタルヘルスパターンの違い

Table 4 性別における身体活動の身体活動行動変容段階の関係性

性 男子（n＝447) 女子（n＝440) 分散分析

行動変容段階 下位ステージ
(n＝24)

中位ステージ
(n＝68)

上位ステージ
(n＝355)

下位ステージ
(n＝47)

中位ステージ
(n＝123)

上位ステージ
(n＝270)

性 行動変容段階 交互作用

身体活動の頻度 3.87  4.84  5.90  3.64  4.48  5.34  9.66 95.27 0.86

(1.85) (1.43) (1.14) (1.61) (1.24) (1.13) 女＜男 下＜中＜上

身体活動の時間 2.83  3.59  4.72  2.53  3.15  4.15  10.62 83.87 0.40

(1.55) (1.58) (1.32) (1.16) (1.26) (1.25) 女＜男 下＜中＜上

テレビ視聴時間 4.04  3.96  4.04  4.34  3.88  3.84  0.00  1.58  1.56

(1.00) (1.17) (1.13) (1.22) (1.04) (1.12)

ゲーム実施時間 3.83  3.19  3.05  2.43  2.15  2.08  8.03 5.83 0.87

(1.49) (1.51) (1.33) (1.36) (1.21) (1.06) 女＜男 上＜中＜下

( )は SDを示す p＜.01
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ヘルスの差異を明らかにするため，やる気度得点の

下位因子である「生活の満足感」「目標・挑戦」「自

信」およびストレス反応得点の下位因子である「怒

り感情」「疲労」「引きこもり」を従属変数とし，2（性：

男子・女子）×3（身体活動行動変容段階：上位ステー

ジ；中位ステージ；下位ステージ）の二要因分散分

析を行った。

その結果，Table 6に示したように，「自信」にて

有意な交互作用が認められた（F(3，884）＝3.07，p＜

.05）。しかし，その他の因子では交互作用は認められ

なかったが，「生活の満足感」において身体活動行動

変容段階の主効果が有意であった（F(3，884）＝

25.19，p＜.01）。そのため，Tukey’s HSD法により下

位検定をおこなった結果，下位ステージ（M＝11.49，

SD＝3.03）と中位ステージ（M＝12.96，SD＝2.70）

の間に有意差が認められ（F(3，884）＝25.19，p＜

.01），また，中位ステージと上位ステージ（M＝

13.94，SD＝2.90）の間において有意差が認められた

（F(3，884）＝25.19，p＜.01）。さらに，下位ステー

ジと上位ステージの間にて有意差が認められた（F

(3，884）＝25.19，p＜.01）。

また，「目標・挑戦」において性の主効果が有意で

あり（目標・挑戦：F(3，884）＝3.84，p＜.01），男子

に比べ女子が高いことが明らかとなった。また，身

体活動行動変容段階の主効果が有意であった（F(3，

884）＝44.72，p＜.01）。そのため，Tukey’s HSD法に

より下位検定をおこなった結果，下位ステージ

（M＝11.55，SD＝2.57）と中位ステージ（M＝12.87，

SD＝2.89）の間に有意差が認められ（F(3，884）＝

25.19，p＜.01），また，中位ステージと上位ステージ

（M＝14.45，SD＝3.17）の間において有意差が認め

られた（F(3，884）＝44.2，p＜.01）。さらに，下位ス

テージと上位ステージの間において有意差が認めら

れた（F(3，884）＝44.72，p＜.01）。

さらに，「怒り感情」において身体活動行動変容段

階にて主効果が有意であった（F(3，884）＝6.32，p＜

.01）。そのため，Tukey’s HSD法により下位検定を

おこなった結果，下位ステージ（M＝9.01，SD＝

2.83）と中位ステージ（M＝8.09，SD＝2.16）間に有

意差が認められ（F(3，884）＝25.19，p＜.01），また，

中位ステージと上位ステージ（M＝7.89，SD＝2.48）

の間において有意差が認められた（F(3，884）＝

6.32，p＜.01）。さらに，下位ステージと上位ステー

ジの間において有意差が認められた（F(3，884）＝

6.32，p＜.01）。

最後に，「疲労」において身体活動行動変容段階に

て主効果が有意であった（F(3，884）＝11.82，p＜

.01）。そのため，Tukey’s HSD法により下位検定を

おこなった結果，下位ステージ（M＝8.15，SD＝

3.04）と中位ステージ（M＝7.29，SD＝2.44）の間に

有意差が認められ（F(3，884）＝25.19，p＜.01），ま

た，中位ステージと上位ステージ（M＝6.82，SD＝

2.37）の間において有意差が認められた（F(3，

884）＝11.82，p＜.01）。さらに，下位ステージと上位

Table 6 性別におけるメンタルヘルスと身体活動行動変容段階の関係性

性 男子（n＝447) 女子（n＝440) 分散分析

行動変容段階 下位ステージ
(n＝24)

中位ステージ
(n＝68)

上位ステージ
(n＝355)

下位ステージ
(n＝47)

中位ステージ
(n＝123)

上位ステージ
(n＝270)

性 行動変容段階 交互作用

生活の満足度 12.04  12.71  11.21  13.10  14.16  14.16  0.00  25.19 1.34

(3.40) (2.94) (2.78) (2.55) (2.65) (2.65) 下＜中＜上

目標・挑戦 11.30  12.20  11.70  13.20  14.73  14.73  3.84 44.72 0.55

(2.48) (2.70) (2.63) (2.93) (3.03) (3.03) 男＜女 下＜中＜上

自信 11.12  12.06  11.66  13.51  14.54  14.54  4.85 41.68 3.07

(3.53) (2.98) (2.78) (2.99) (3.06) (3.06) 男＜女 下＜中＜上

怒り感情 8.67  8.54  9.19  7.85  7.57  7.57  1.03  6.32 1.63

(2.41) (2.35) (3.03) (2.01) (2.36) (2.36) 中＜下，上＜下

引きこもり 6.96  7.21  6.96  6.52  6.33  6.33  3.64  2.01  0.66

(2.20) (2.66) (2.51) (1.88) (1.62) (1.62)

疲労 8.00  7.99  8.23  6.90  6.62  6.62  2.60  11.82 2.27

(3.09) (2.88) (3.04) (2.07) (2.22) (2.22) 上＜中＜下

( )は SDを示す p＜.05 p＜.01
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ステージの間において有意差が認められた（F(3，

884）＝11.82，p＜.01）。

身体活動がメンタルヘルスに及ぼす影響

身体活動がメンタルヘルスに及ぼす影響の性差

身体活動がメンタルヘルスに及ぼす影響を性別で

調べるため，やる気度次元の下位因子「生活の満足

感」「目標・挑戦」「自信」およびストレス反応次元

の下位因子「怒り感情」「疲労」「引きこもり」を従

属変数とし，ステップワイズ法による重回帰分析を

行った。

その結果，男子の身体活動（Figure 5）は「生活の

満足感」「目標・挑戦」「自信」「疲労」に対して，順

にβ＝.244，β＝.347，β＝.328，β＝－.103の標準偏

回帰係数を示した。また，座位行動については「目

標・挑戦」「怒り感情」「疲労」に対して，順にβ＝

－.1744，β＝.167，β＝.150の標準偏回帰係数を示し

た。身体活動と座位行動により，それぞれの「生活

の満足感」「目標・挑戦」「自信」「怒り感情」「疲労」

の 5因子に対して，重相関係数は R ＝.060，R ＝

.155，R ＝.108，R ＝.026，R ＝.030であった。

一方，女子の身体活動（Figure 6）は，「生活の満

足感」「目標・挑戦」「自信」「怒り感情」「疲労」に

対して，順にβ＝.336，β＝.380，β＝.362，β＝

－0.124，β＝－.159の標準偏回帰係数を示した。ま

た，座位行動は「目標・挑戦」「怒り感情」「疲労」

「引きこもり」に対して，順にβ＝.135，β＝.256，

β＝.232，β＝.130の標準偏回帰係数を示した。身体

活動と座位行動により，それぞれの「生活の満足感」

「目標・挑戦」「自信」「怒り感情」「疲労」「引きこ

もり」の 6因子に対して，その重相関係数は R ＝

.111，R ＝.156，R ＝.129，R ＝.075，R ＝.073，R ＝

.015であった。

性および行動変容段階の差異による身体活動がメン

タルヘルスに与える影響

上位ステージの検討

まず，身体活動がメンタルヘルスに及ぼす影響を

性別および身体活動行動段階別に調べるため，やる

気度次元の下位因子「生活の満足感」「目標・挑戦」

「自信」およびストレス反応次元の下位因子「怒り

感情」「疲労」「引きこもり」を従属変数とし，ステッ

プワイズ法による重回帰分析を行った。その結果，

男子の上位ステージの身体活動（Figure 7）では，「目

標・挑戦」「自信」「生活の満足感」に対して，順に

β＝.296，β＝.282，β＝.214の標準偏回帰係数を示し

た。また，座位行動は「生活の満足感」「目標・挑戦」

「怒り感情」「疲労」に対して，順にβ＝.105，β＝

－.192，β＝－.108，β＝.110の標準偏回帰係数を示し

Figure 5 男子における身体活動がMHP-C下位尺

度に与える影響

Figure 6 女子における身体活動がMHP-C下位尺

度に与える影響
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た。身体活動と座位行動により「生活の満足感」「目

標・挑戦」「自信」「怒り感情」「疲労」の 5因子に対

して，それぞれの重相関係数は R ＝.057，R ＝.123，

R ＝.079，R ＝.011，R ＝.012であった。

一方，女子の上位ステージの身体活動（Figure 8）

では，「生活の満足感」「目標・挑戦」「自信」に対し

て，順にβ＝.211，β＝.263，β＝.235の標準偏回帰係

数を示した。また，座位行動は「目標・挑戦」「怒り

感情」「疲労」「引きこもり」に対して，順にβ＝

－.1199，β＝.244，β＝.260，β＝.165の標準偏回帰係

数を示した。身体活動と座位行動により「生活の満

足感」「目標・挑戦」「自信」「怒り感情」「疲労」「引

きこもり」の 6因子に対して，それぞれの重相関係

数は R ＝.045，R ＝.076，R ＝.055，R ＝.060，R ＝

.068，R ＝.027であった。

中位ステージの検討

つぎに，男子の中位ステージの身体活動（Figure
 

9）では，「生活の満足感」「目標・挑戦」「自信」に

対して，順にβ＝.296，β＝.329，β＝.240の標準偏回

帰係数を示した。また，座位行動は「怒り感情」「疲

労」に対して，順にβ＝.380，β＝.308の標準偏回帰

係数を示した。身体活動と座位行動により「生活の

満足感」「目標・挑戦」「自信」「怒り感情」「疲労」

Figure 7 男子上位ステージにおける身体活動が

MHP-C下位尺度に与える影響

Figure 8 女子上位ステージにおける身体活動が

MHP-C下位尺度に与える影響

Figure 10 女子中位ステージにおける身体活動が

MHP-C下位尺度に与える影響

Figure 9 男子中位ステージにおける身体活動が

MHP-C下位尺度に与える影響
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の 5因子に対して，それぞれの重相関係数は R ＝

.082，R ＝.080，R ＝.057，R ＝.149，R ＝.095であっ

た。

一方，女子の中位ステージの身体活動（Figure 10）

では，「生活の満足感」「目標・挑戦」「自信」に対し

て，順にβ＝.299，β＝.290，β＝.231の標準偏回帰係

数を示した。また，座位行動は「怒り感情」に対し

て，β＝.222の標準偏回帰係数を示した。身体活動と

座位行動により「生活の満足感」「目標・挑戦」「自

信」「怒り感情」の 4因子に対して，それぞれの重相

関係数は R ＝.054，R ＝.058，R ＝.084，R ＝.049で

あった。

下位ステージの検討

最後に，男子の下位ステージの身体活動（Figure
 

11）では，「怒り感情」に対して，β＝.444の標準偏

回帰係数を示した。身体活動と座位行動により「怒

り感情」の 1因子に対して，重相関係数は R ＝.197

であった。

一方，女子の下位ステージの身体活動（Figure 12）

では，「目標・挑戦」「自信」に対して，順にβ＝.364，

β＝.418の標準偏回帰係数を示した。身体活動と座

位行動により「目標・挑戦」「自信」の 2因子に対し

て，それぞれの重相関係数は R ＝.132，R ＝.174で

あった。

考 察

対象者の基本的属性

本研究の対象者の基本的属性と文部科学省（2008）

が提示している児童の身長や体重を比較したとこ

ろ，類似した結果であった。本研究の対象者は全国

的に見ても標準的な身体的特徴を持っていたと考え

られる。また，対象者の性差を検討したところ，身

長のみに差があった。一般的に男子に比べ女子は身

体の成長が早く，本研究の対象者はこの結果が反映

されていると考えられる。

身体活動行動変容段階の性差

身体活動と身体活動行動変容段階を検討した結

果，「身体活動の頻度」「身体活動の時間」「ゲーム実

施時間」において，性および身体活動行動変容段階

にて差異が認められた。本研究の対象者は女子に比

べ男子にて身体活動を多く行っており，ゲーム時間

も多く行っている。このことから，女子と比べて，

男子は好んで身体活動やゲームを行っていることが

考えられる。

また，本結果はHealth Behavior in School-aged
 

Children Survey日本語版（高倉他，2006）により測

定された身体活動は，身体活動行動変容段階が上昇

するにつれて，上昇していることを示している。

「ゲーム実施時間」に関しては，身体活動行動変容

段階のステージが上昇するにつれ，減少しているこ

とから，ゲームを実施する時間が身体活動を行う時

間へと代替する可能性が考えられる。

児童の行動的特徴の性差について

身体活動および座位行動の性差 対象者の身体活

動項目と座位行動項目の性別の割合を明らかにした

ところ，身体活動の頻度，身体活動の時間，ゲーム

実施時間において有意差が認められ，女子に比べ，

男子にて身体活動の頻度，身体活動の時間が多く，

男子は身体活動をよく行っているという特徴がみら

れた。

Figure 11 男子下位ステージにおける身体活動が

MHP-C下位尺度に与える影響

Figure 12 女子下位ステージにおける身体活動が

MHP-C下位尺度に与える影響
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本研究の結果を，高倉他（2006）の研究と比較す

ると，男子に関して違いは見られなかったが，女子

は本研究の対象者が身体活動をよく行っていること

が分かった。本研究を実施した地域には公園が多く，

スポーツクラブなどが盛んであることから，このよ

うな傾向がみられた可能性が考えられる。

性および身体活動行動変容段階による身体活動の

差異 身体活動における下位ステージの割合は男子

が 5.4％に対し，女子は 10.7％とおよそ 2倍の違いが

あることが明らかとなった。特に，中・高学年の女

子は，外遊びよりも室内での歓談や読書などを好む

ことが考えられる。また，上地他（2003）の研究と

比較すると，男子は「維持期」の割合が先行研究よ

り少なく，「実行期」が多かった。また，女子は「無

関心期」が先行研究より少なく，「実行期」が多かっ

たことから，本研究の対象者は「実行期」にいる児

童が多いことが分かる。

児童のメンタルヘルスの性差

メンタルヘルスの性差 対象者のメンタルヘルス

を「はつらつ型」「だらだら型」「ふうふう型」「へと

へと型」に分け，割合を比較したところ，女子は 72.

3％であり男子に比べ割合が高かった。一方，「だら

だら型」「ふうふう型」「へとへと型」に関しては，

女子よりも男子の割合が高く，女子のメンタルヘル

スの良好さが伺えた。

本結果と西田他（2003）の研究を比較すると，男

女ともにやる気度得点は低く，ストレス反応得点は

高い傾向がみられ，本対象児童のメンタルヘルスが

悪いことが伺えた。また，西田他（2003）では，男

子に比べ女子のメンタルヘルスの得点が低いのに対

し，本研究の対象者は男子に比べ女子のメンタルヘ

ルスの得点が高い傾向を示しており，正反対の結果

となった。本研究の対象者の女子は日頃身体活動を

行っているものが多くおり，この結果に結びついた

と考えられる。

性および身体活動行動変容段階におけるメンタルヘ

ルスの違い

本研究の対象者は男子に比べ，女子の方がやる気

度得点が高く，良好なメンタルヘルスの状態にある

ことが明らかとなった。これは，前述したように，

本研究の女子は身体活動を多く行っているものが多

く，身体活動行動変容段階の「実行期」「維持期」の

割合が多いことが影響していると考えられる。この

ことからも，身体活動行動変容段階の高いステージ

にいる者ほど，メンタルヘルスが良好であることが

わかる。

身体活動がメンタルヘルスに及ぼす影響

性別に見ると，本研究の対象者は男子に比べ女子

が身体活動および座位行動がメンタルヘルスに与え

る影響が強いことが明らかとなった。先行研究と比

べ，身体活動を多く行っている本研究の女子のメン

タルヘルスが良好であり，影響力も強いことから，

身体活動はメンタルヘルスに良い影響を与えている

と考えられる。また，男子と比べると女子は，身体

活動量が少ないがよいメンタルヘルスであることか

ら，メンタルヘルスを改善・向上するために必要な

身体活動量は，女子は，男子に比べ少なくて良いこ

とも考えられる。

また，性別および身体活動行動段階別に見ると，

上位ステージは，男子は座位行動がやる気度と負の

関係があるのに対し，女子は座位行動がストレスと

正の関係あることが明らかとなった。身体活動の習

慣がある女子は，身体活動をよいものだと感じてお

り，身体活動を行っていないことに対して，ストレ

スを感じている可能性が考えられる。中位ステージ

を性別で比較すると，男子は，座位行動がストレス

反応と正の関係があるものの性別において極めて大

きな差は見られなかった。中位ステージは「関心期」

「準備期」の身体活動を行おうと思っている時期で

あり，身体活動に対しポジティブな考えを持ってい

ることが共通していることから，差がみられなかっ

たことが考えられる。この結果から，上位・中位ス

テージの児童は男女ともに，身体活動がメンタルヘ

ルスに良い影響を与えていると言える。下位ステー
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ジを性別で比較すると上位ステージ，中位ステージ

の関係とは違った結果がみられた。女子は身体活動

が自信および目標・挑戦と正の関係を示しているの

に対し，男子は身体活動が怒り感情と正の関係にあ

る。このことから，下位ステージの女子は，他のス

テージの児童と同様に身体活動がメンタルヘルスに

良い影響を与えているが，下位ステージの男子にお

いてのみ，身体活動がメンタルヘルスに良い影響を

与えていない可能性が考えられる。下位ステージの

男子のメンタルヘルスを良くするためには，下位ス

テージの男子の行動変容段階を向上させる必要があ

る。

本研究からの示唆

比較的少ない身体活動にて女子のメンタルヘルスに

寄与する可能性がある

身体活動行動変容段階は女子に比べ男子の方が高

次のステージにあったが，メンタルヘルスは男子に

比べ女子の方が良好であった。このことは，女子は

比較的少ない身体活動であってもメンタルヘルスに

寄与する可能性が考えられる。小学校の体育授業や

クラブ活動，体育行事等では男女で同じ身体活動を

行うことが多いが，女子児童は身体活動や身体活動

行動変容段階が低くてもやる気への影響があること

から，男子児童と同等の身体活動を行わせるのでは

なく，女子児童に適量・質な身体活動を行うことで，

メンタルヘルスの向上につながる可能性がある。

行動変容段階の低い男子児童には，競争性や能力差

のない身体活動を行わせる必要がある

身体活動行動変容段階の低い男子児童以外には，

身体活動を行うことがメンタルヘルスに正の影響を

与えることがわかった。このことから，身体活動行

動変容段階の低い男子児童以外は，メンタルヘルス

の視点からも座位行動を減少させ，クラブスポーツ

や地域の運動行事に積極的に取り組むことが必要で

あると考えられる。身体活動行動変容段階の低い男

子児童においては，身体活動を行うことが怒り感情

に正の影響を示していた。身体活動行動変容段階の

低い男子児童は，家庭環境やそれまで育った環境か

ら，運動経験の少ない児童や，運動を苦手としてい

る児童が多いと考えられる。そこで，身体活動行動

変容段階の低い児童ほど，基礎の運動やからだほぐ

しの運動を継続的に行い，必要な筋力や体力を補っ

ていく事が必要であると考えられる。

今後の課題

以下に，本研究の今後の課題について述べる。

第 1に，本研究では，各ステージの児童のサンプ

ルサイズが不十分であり，身体活動行動変容段階の

ステージ別の検討を行うことができず，身体活動と

メンタルヘルスの因果関係を構造的に検討すること

はできなかった。身体活動増強に向けた具体的方略

のため，今後は，身体活動行動変容段階のステージ

が均等となるような対象者の抽出方法を検討するこ

とが望ましい。

第 2に本研究では，児童の身体活動がメンタルヘ

ルスに与える影響について検討してきたが，メンタ

ルヘルスの改善・向上が身体的健康状態にどのよう

な影響を与えるかについての波及効果は明らかにし

ていなかった。メンタルヘルスの改善・向上がさら

に身体的健康状態に影響を与えることが明らかにさ

れれば，児童の身体活動増強の意義が一層高まると

考えられる。

第 3に，本研究では TTM理論の中でも身体活動

行動変容段階のみを使用しており，限定的である。

今後はこれらに加えて「意思決定のバランス」，「行

動変容のプロセス」「セルフ・エフィカシー」などを

用いた研究デザインを検討していく必要がある。

謝辞

本研究の調査に御協力してくださいました，群馬県内 7校

の校長先生，教頭先生，諸先生方に厚くお礼申し上げます。

また，本研究のデータ整理に協力していただいた群馬大学教

育学部保健体育専攻西田研究室の道下一樹氏，岩永義成氏，

池田由里氏，さらに調査用紙の作成に協力していただいた群

馬大学大学院教育学研究科保健体育専修の岩木佑太氏，木暮

亜由美氏などの多くの方に厚くお礼申し上げます。

122 高 橋 幸 一・西 田 順 一



付記

本論文は，平成 22年度に群馬大学大学院教育学研究科保健

体育専修に提出した修士論文の一部を改編したものである。
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